
教育委員会定例会日程

平成２１年４月２３日

１ 開 会

２ 前回会議録の承認

３ 会議録署名委員の決定

４ 議 事

日程第１

請願第１号

教科書採択についての請願 （教育指導課）

日程第２

報告第３号

事務の臨時代理の報告について（社会教育主事の任命） （教育総務課）

日程第３

議案第１０号

小田原市社会教育委員の一部委嘱替えについて （生涯学習政策課）

日程第４

議案第１１号

小田原市郷土文化館協議会委員の一部委嘱替えについて （生涯学習政策課）

５ その他

（１）小田原市立学校教職員服務規程の制定について （資料１ 学校教育課）

（２）平成２０年度下半期寄付採納状況について （資料２ 教育総務課）

（３）平成２２年（平成２１年度）小田原市成人式の日程について

（資料３ 青少年課）

６ 閉 会



平成２１年４月２３日

請願第１号

教科書採択についての請願









報告第３号

事務の臨時代理の報告について（社会教育主事の任命）

小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０年３月教

育委員会規則第４号）第４条第１項の規定により、別紙のとおり臨時代理したので、

同条第２項の規定により、これを報告する。

平成２１年４月２３日提出

小田原市教育委員会

教育長 青木 秀夫



社会教育主事の任命について

氏 名 所 属 職 名 発 令 年 月 日

小澤 雅史 生涯学習政策課 主 任 平成２１年４月１日

◎参 考

○社会教育主事の職務（社会教育法第９条の３：抜粋）

１ 社会教育主事は、社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与える。但し、

命令及び監督をしてはならない。

○社会教育主事の資格（社会教育法第９条の４：抜粋）

１ 大学に２年以上在学して６２単位以上を修得し、又は高等専門学校を卒業し、かつ、

次に掲げる期間を通算した期間が３年以上になる者で、社会教育主事の講習を修了し

たもの

イ 社会教育主事補の職にあった期間

ロ 官公署又は社会教育関係団体における社会教育に関係のある職で文部科学大臣の

指定するものにあった期間

ハ 官公署又は社会教育関係団体が実施する社会教育に関係のある事業における業務

であって、社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するものとして文

部科学大臣が指定するものに従事した期間（イ又はロに掲げる期間に該当する期

間を除く。）

３ 大学に２年以上在学して、６２単位以上を取得し、かつ、大学において文部科学省

令で定める社会教育に関する科目の単位を取得した者で、第１号のイからハまでに揚

げる期間が１年以上になるもの



議案第１０号

小田原市社会教育委員の一部委嘱替えについて

小田原市社会教育委員の一部委嘱替えについて、議決を求める。

平成２１年４月２３日提出

小田原市教育委員会

教育長 青木 秀夫



小田原市社会教育委員候補者名簿

【 候 補 者 】

選 出 区 分 学 校 教 育 関 係 者

氏 名 音
おと

淵
ぶち

洋
よう

子
こ

住 所 小田原市蓮正寺

生 年 月 日 昭和２８年

備 考 小田原市立報徳小学校長

委 嘱 期 間 平成２２年７月３１日まで

選 出 区 分 学 校 教 育 関 係 者

氏 名 野
の

﨑
ざき

裕
ゆう

司
じ

住 所 小田原市南鴨宮

生 年 月 日 昭和３０年

備 考 小田原市立国府津中学校長

委 嘱 期 間 平成２２年７月３１日まで

【 前 任 者 】

選 出 区 分 学 校 教 育 関 係 者

氏 名 佐 宗 修 二

選 出 区 分 学 校 教 育 関 係 者

氏 名 遠 藤 隆 佳



小田原市社会教育委員候補者名簿

【 候 補 者 】

選 出 区 分 学 識 経 験 者

氏 名 石
いし

川
かわ

信
のぶ

雄
お

住 所 小田原市板橋

生 年 月 日 昭和５年

備 考 小田原市自治会総連合副会長

委 嘱 期 間 平成２２年７月３１日まで

【 前 任 者 】

選 出 区 分 学 識 経 験 者

氏 名 相 川 文 雄



社 会 教 育 委 員 名 簿

任期：平成21年4月23日～平成22年7月31日

役 職 氏 名 住 所 備 考

議 長 今 村 洋 一 小田原市飯田岡 市議会議員

副議長 岩 城 葉 子 小田原市鴨宮
ボーイスカウト小田原

国際委員

委 員 安 藤 誠 二 小田原市栢山 公 募

〃 石 川 信 雄 小田原市板橋 自治会総連合副会長

〃 遠 藤 豊 子 小田原市国府津
生涯学習きらめき☆

おだわら塾運営委員長

〃 音 淵 洋 子 小田原市蓮正寺 報徳小学校長

〃 駒 場 優 子 東京都豊島区目白
小田原市教育委員会

スクールカウンセラー

〃 佐 藤 喜 久 江 小田原市久野 公 募

〃 鈴 木 敦 子 小田原市根府川 市ＰＴＡ連絡協議会

〃 鈴 木 眞 理 静岡県伊東市弥生町 青山学院大学文学部教授

〃 瀬 沼 克 彰 東京都八王子市元本郷町 桜美林大学経営政策学部教授

〃 中 津 川 悦 子 小田原市久野 市文化連盟副会長

〃 野 﨑 裕 司 小田原市南鴨宮 国府津中学校

※委員は五十音順

（平成２１年４月２３日現在）

○

○

○



議案第１１号

小田原市郷土文化館協議会委員の一部委嘱替えについて

小田原市郷土文化館協議会委員の一部委嘱替えについて、議決を求める。

平成２１年４月２３日提出

小田原市教育委員会

教育長 青木 秀夫



小田原市郷土文化館協議会委員候補者名簿

【候補者】

選 出 区 分 学校教育関係者

氏 名 野﨑 裕司

住 所 小田原市南鴨宮

生 年 月 日 昭和３０年

備 考 小田原市立国府津中学校

委 嘱 期 間 平成２１年８月３１日まで

【前任者】

選 出 区 分 学校教育関係者

氏 名 奥村 裕



小田原市郷土文化館協議会委員名簿

氏 名 職 業 区 分 備 考

三津木國輝 郷土史家 学識経験者 人文（地方史）

渋谷 武美 西相美術協会会員 〃 美術（彫 塑）

奥野花代子 元・県立生命の星･地球博物館専門学芸員 〃 博 物 館 学

廣谷 浩子 県立生命の星･地球博物館主任学芸員 〃 自然（哺乳類）

田代 道彌 箱根カルチャー主宰 〃 歴 史 、 自 然

一寸木 肇 上 大 井 小 学 校 校 長 〃 自然（甲殻類）

中村 ひろ子 神奈川大学大学院特任教授 〃 民 俗

齋藤 千秋 三の丸小学校長 小学校長代表

野﨑 裕司 国府津中学校長 中学校長代表 （新任）

任期：平成２１年 8 月３１日まで



小田原市教育委員会訓令第 ２ 号

小田原市教育委員会

小田原市立学校教職員服務規程を次のように定める。

平成２１年３月３１日

小田原市教育委員会

委員長 和 田 重 宏

目次

第１章 総則（第１条～第１３条）

第２章 服務心得（第１４条～第３０条）

第３章 雑則（第３１条）

附則

小田原市立学校教職員服務規程

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の規定に基づき、小田原市立

学校に勤務する市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条に規定する職

員（以下「職員」という。）で、常勤の職員の服務に関し必要な事項を定めるものとする。

（服務の宣誓）

第２条 小田原市職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年小田原市条例第１７６号）に基づ

く服務の宣誓は、人事異動通知書の交付後、小田原市教育委員会教育長（以下「教育長」とい

う。）の面前で行うものとする。

（新任職員の保証書）

第３条 新任の職員（任用期間の定めのある職員を除く。）は、人事異動通知書の交付を受けた

日から５日以内に、保証書（様式第１号）を当該職員の所属する学校の校長（以下「所属長」と

いう。）を経て教育長に提出しなければならない。

（勤務記録カード）

第４条 新任の職員は、人事異動通知書の交付を受けた後、速やかに、履歴事項等について勤務

記録カードにより、所属長を経て教育長に提出しなければならない。

資料１



（履歴事項追加変更届）

第５条 職員は、次に掲げる事情が生じたときは、速やかに、履歴事項追加変更届（様式第２

号）を所属長を経て教育長に提出しなければならない。

(1) 氏名の変更

(2) 住所の変更

(3) 学歴の追加

(4) 資格の得失

（身分証明書）

第６条 職員（任用期間の定めのある職員を除く。）は、その身分を明確にするため、常に身分

証明書（様式第３号）を所持しなければならない。

２ 職員は、身分証明書の取扱いを慎重にし、他人に貸与してはならない。

３ 新任の職員は、人事異動通知書の交付を受けた日から５日以内に、身分証明書用の写真（上半

身、正面、脱帽、最近３月以内に撮影したもの）を所属長を経て教育長に提出し、身分証明書の

交付を受けなければならない。この場合において、所属長は、身分証明書発行依頼書（様式第４

号）により、身分証明書用の写真を添えて、教育長に身分証明書の発行を依頼するものとする。

４ 職員は、身分証明書の記載事項に変更が生じたときは、所属長を経て教育長に変更の報告を行

わなければならない。この場合において、所属長は、身分証明書記載事項変更届出書（様式第５

号）により、教育長に報告するものとする。

５ 職員は、身分証明書を紛失し、又は損傷した場合には、身分証明書再交付願（様式第６号）を

所属長を経て教育長に提出し、身分証明書の再交付を受けなければならない。

６ 職員は、退職等により、その身分を失ったときは、速やかに、所属長を経て教育長に身分証明

書を返納しなければならない。この場合において、所属長は、身分証明書の返納書（様式第７

号）により当該身分証明書を教育長に送付するものとする。

（着任の期限等）

第７条 職員は、転任又は配置換えを命ぜられた場合には、直ちに着任しなければならない。た

だし、担任事務の引継ぎ等のため必要があるときは、校長にあっては教育長の、校長以外の職員

にあっては所属長の許可を受けて、その人事異動通知書の交付を受けた日から７日以内に着任す

ることができる。

２ 職員は、傷病その他特別の事情により前項の期限までに着任することができないときは、あら

かじめ校長にあっては教育長に、校長以外の職員にあっては所属長に延期を願い出て、その承認

を受けなければならない。

（職務専念義務の免除の手続）

第８条 職員が、職員の職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和２６年小田原市条例第

１７５号）の規定に基づき、職務に専念する義務の免除を受けようとする場合は、あらかじめ職



務専念義務免除承認申請簿（様式第８号）を所属長に提出しなければならない。

（教育公務員の兼職等の申請手続）

第９条 教育公務員（教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２条第１項に規定する教育

公務員をいう。以下同じ。）が、同法第１７条第１項の規定に基づき、兼職又は他の事業等の従

事について承認を受けようとする場合には、職務専念義務免除（兼職等）承認申請書（様式第９

号）に関係書類を添え、あらかじめ当該教育公務員の所属する学校の校長を経て教育長に提出し

なければならない。

（営利企業等従事許可の手続）

第１０条 職員が、地方公務員法第３８条第１項の規定に基づき、営利企業等の従事について許

可を受けようとする場合には、営利企業等の従事許可（等）申請書（様式第１０号）に関係書類

を添え、あらかじめ所属長を経て教育長に提出しなければならない。

（研修の承認手続等）

第１１条 教員（教育公務員特例法第２条第２項に規定する教員をいう。以下同じ。）が、同法

第２２条第２項の規定に基づき、研修を行う場合には、事前に研修計画書（様式第１１号）を所

属長に提出し、所属長の承認を受けなければならない。

２ 教員は、前項の規定により所属長の承認を受けて研修を行った場合には、研修終了後速やかに

研修報告書（様式第１２号）を所属長に提出しなければならない。

（勤務時間の割振り）

第１２条 小田原市立学校職員の勤務時間の割振り等に関する規則（平成１４年小田原市教育委

員会規則第８号）に定めるところにより、勤務時間の割振りを行う場合は、午前８時３０分から

午後５時までの間において７時間４５分とする。

２ 前項の規定による勤務時間の割振りによっては、学校の円滑な運営に支障が生ずると認められ

るときは、前項の規定にかかわらず、勤務開始時刻から終了時刻までの通算時間を８時間３０分

とし、かつ、その間において７時間４５分とする。

（週休日等の振替）

第１３条 所属長は、職員に週休日又は休日において特に勤務することを命ずる必要がある場合

は、原則として、週休日又は休日の振替（４時間の勤務時間の割振り変更を含む。）を行うもの

とする。

２ 所属長は、前項の振替を行おうとするときは、週休日又は休日振替簿（様式第１３号）により

職員に通知しなければならない。

第２章 服務心得

（出勤簿の押印）

第１４条 職員は、定刻までに出勤しなければならない。

２ 職員（校長を除く。）は、定刻までに出勤したときは、出勤簿（様式第１４号）に自ら押印し



なければならない。

（有給休暇の承認等）

第１５条 職員は、年次休暇以外の有給休暇を受けようとするときは、有給休暇簿（様式第１５

号）により、あらかじめ所属長（校長にあっては、教育長。以下この条及び次条において同

じ。）に願い出て承認を受け、年次休暇を受けようとするときには、有給休暇簿により、あらか

じめ所属長に届け出なければならない。

２ 所属長は、前項の年次休暇の届出があった場合に、業務に支障があると認めるときは、当該年

次休暇の時季を他の時季に変更させることができる。

３ 職員は、ボランティア休暇以外の有給休暇について、病気、災害その他やむを得ない理由によ

り第１項の規定によることができない場合には、とりあえず、電話、伝言等により連絡を取ると

ともに、事後速やかに、有給休暇簿により、所属長に願い出、又は届け出なければならない。

４ 前３項の規定にかかわらず、校長は、自らの引き続き３日以内の有給休暇の承認等を行うもの

とする。

５ 職員は、年次休暇、ボランティア休暇、生理休暇及び夏季休暇以外の有給休暇を願い出る場合

には、医師の証明書その他の勤務しない理由を明らかにする書面を提出しなければならない。た

だし、その書面の提出が著しく困難であるか、又はその理由が明白であるとして所属長が特に認

めた場合は、この限りでない。

６ 職員は、ボランティア休暇を願い出る場合には、ボランティア休暇申請簿（様式第１６号）を

提出しなければならない。この場合において、その活動の内容を確認することが必要であると認

めるときは、所属長は、願い出をした職員に対して必要な書類の提出を求めることができる。

（介護休暇の承認等）

第１６条 職員は、介護休暇を受けようとするときには介護休暇申請簿（様式第１７号）により、

原則として当該休暇の承認を受けようとする期間の始まる日の前日から起算して１週間前の日ま

でに所属長に願い出て、その承認を受けなければならない。

２ 所属長は、前項の介護休暇の承認の願い出について、その事由を承認する必要があると認める

ときは、当該願い出をした職員に対して証明書類の提出を求めることができる。

３ 前２項の規定にかかわらず、校長は、自らの引き続き３日以内の介護休暇の承認等を行うもの

とする。

（欠勤）

第１７条 職員が休暇等の命令を受けず、有給休暇等の承認を受けず、若しくは届出をせず、又

は勤務命令に反し、正規の勤務時間中に勤務しない場合には欠勤とする。

２ 職員は、欠勤するときには、第１５条第１項、第３項及び第５項の規定に準じて、事前又は事

後に欠勤簿（様式第１８号）により所属長に届け出なければならない。この場合において、勤務

できなかった日から週休日及び休日を除き３日以内に届出がない場合には、所属長が欠勤簿によ



り処理するものとする。

（出勤簿の整理保管等）

第１８条 出勤簿及び有給休暇簿（以下「出勤簿等」という。）は、校長が整理保管の任に当た

る。

２ 出勤簿等の整理保管、休暇の承認等の手続等については、この訓令に定めがあるもののほか、

別に定める。

（出勤簿の検査等）

第１９条 教育長は、必要と認めるときは、校長に対して、出勤簿等の提出を求め、又は検査す

ることができる。

２ 校長は、毎月、職員の出勤状況を調査記録し、前年分を１月２０日までに教育長に報告しなけ

ればならない。

（勤務時間中の外出）

第２０条 職員は、勤務時間中みだりに勤務場所を離れてはならない。

２ 職員は、私事のため一時外出しようとするときは、所属長又は教頭の承認を受けなければなら

ない。

（退勤時の文書等の保管）

第２１条 職員は、退勤しようとするときは、各自、所管の文書物品を整理し、所定の場所に収

納しなければならない。

（時間外勤務等）

第２２条 所属長は、職員（学校職員の給与等に関する条例（昭和３２年神奈川県条例第５６

号）に規定する教育職給料表の適用を受ける職員を除く。）に正規の勤務時間を超え、又は週休

日若しくは休日に勤務することを命じようとするときは、時間外勤務・夜間勤務命令簿（様式第

１９号）により行わなければならない。

（育児又は介護を行う職員の深夜勤務の制限の請求手続等）

第２３条 職員は、深夜勤務の制限を請求するときには深夜勤務制限請求書（様式第２０号）を、

原則として当該深夜勤務制限開始日の１月前までに所属長に提出しなければならない。

２ 前項の請求があった場合において、所属長は、公務の運営に支障がある場合にあっては、教育

長に協議の上、深夜勤務制限請求に係る公務の運営の支障についての通知書（様式第２１号）に

より、公務の運営に支障がない場合にあってはその旨を速やかに当該職員に通知するものとする。

３ 前項の通知後において、公務の運営に支障が生じる日があることが明らかとなった場合にあっ

ては、所属長は、教育長に協議の上、当該日の前日までに深夜勤務制限請求に係る公務の運営の

支障についての通知書により当該職員に通知するものとする。

４ 職員は、第１項による請求後深夜勤務制限終了日とされた日の前日までに、制限に係る子の養

育又は要介護者の介護の状況について変更が生じた場合には、育児又は介護の状況変更届（様式



第２２号）により、遅滞なく所属長に届け出なければならない。

５ 所属長は、第１項の請求及び前項の届出に係る事由について確認する必要があると認めるとき

は、当該請求又は届出をした職員に対して証明書類の提出を求めることができる。

（公務旅行）

第２４条 職員は、公務旅行を命じられたときは、出発に際し旅行命令権者の指示を受け、当該

用務が終了したときは、速やかに勤務場所に戻らなければならない。

２ 職員は、公務旅行中、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、電話等で速やかに

旅行命令等の変更を申請し、帰校後に所定の手続をとらなければならない。

(1) 公務上、予定の日数又は行程を変更する必要があるとき。

(2) 疾病、天災その他やむを得ない理由により、公務を遂行できないとき又は行程を変更しなけ

ればならないとき。

（公務旅行の復命）

第２５条 職員は、公務旅行を完了したときは、速やかに公務旅行復命書（様式第２３号）を作

成し、旅行命令権者に提出しなければならない。ただし、軽易な事項にあっては、口頭で復命す

ることができる。

（不在中の事務処理）

第２６条 職員は、公務旅行、研修、休暇等の場合は、担任事務の処理に関し必要な事項をあら

かじめ所属長に申し出て、事務の処理等に遅滞を生じないようにしなければならない。

（証人、鑑定人等としての出頭）

第２７条 職員は、職務に関連した事項について、証人、鑑定人、参考人等としての国会、裁判

所その他の官公庁へ出頭しようとするときは、証人等としての出頭に関する届（様式第２４号）

をあらかじめ所属長を経て教育長に提出しなければならない。

２ 前項の場合において、職員が職務上の秘密に属する事項の供述を行うことについて許可を受け

ようとするときは、あらかじめ所属長を経て教育長に申し出なければならない。

（事務の引継）

第２８条 職員は、退職、転任、配置換え、休職等となった場合には、担任事務を速やかに後任

者又は所属長の指定する職員に引き継ぎ、その旨を所属長に報告しなければならない。この場合

において、校長にあっては、文書によって行われなければならない。

（事故報告）

第２９条 職員は、職務の遂行について事故が発生したときは、速やかにその内容を所属長に報

告して、その指示を受けなければならない。

（非常の際の服務）

第３０条 職員は、学校又はその周辺に火災その他の事態が発生したことを知ったときは、速や

かに登校し、所属長の指揮を受けなければならない。ただし、急迫のときは、臨機の処置をとら



なければならない。

第３章 雑則

（委任）

第３１条 この訓令に定めがあるもののほか、職員の服務に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この訓令は、平成２１年４月１日から施行する。



平成２０年度下半期寄付採納状況について

物品

寄 付 者 寄 付 物 品 見 積 額 使 途 先

1 小田原市国府津 2880

（株）日立グローバルスト

レージテクノロジーズ

実態顕微鏡 １台

顕微鏡（撮影機能付） １台

中古のため

不明
矢作小学校

２
中郡二宮町富士見が丘

2-5-39 鷹野 良宏

図書「画・文で描く祖父母が若かった

頃」「パレットの指の穴より」「続パレット

の指の穴より」 計１３８冊

216,200 円
市内小、中学校

及び図書館等

３ 小田原市扇町 1-37-7

小田原市立芦子小学校

保護者と先生の会 会

長 金田 吉雄

スタンド扇風機 ３台 126,000 円 芦子小学校

４ 小田原市矢作 231 番地

小田原市立矢作幼稚園

保護者と教師の会 会

長 伊藤 直子

マスコット人形 ３体

テーブル ２台

動物プレート １０枚

186,780 円 矢作幼稚園

５ 小田原市扇町 2-13-2

さがみ信用金庫扇町支

店信和会 会長 大川

和重

大型電波時計 ２式 不明
白山中学校

足柄小学校

６
小田原市東町 3-12-48

上田 菊明
足柄刺繍額「蒼碧」５０号

16,500,000

円 市長室

７ 小田原市中曽根 355-5

小田原市立東富水幼稚

園 保護者と教師の会

会長 渡邉 祐子

箱積木 １式

外用壁掛時計 １台
180,000 円 東富水幼稚園

８

匿名 おかめ桜 １５本 7,500 円 片浦中学校

９
小田原市国府津 2880

（株）日立グローバルスト

レージテクノロジーズ

下足箱 ２点

小ロッカー ３点

書棚 １点

会議用テーブル ２６点

中古のため

不明
市立小中学校

10

匿名 ＣＤプレーヤー １台 21,800 円 前羽幼稚園

11 小田原市中曽根 355-5

小田原市立東富水幼稚

園 保護者と教師の会

会長 渡邉 祐子

トンネルスタンド １セット

巧技台の蓋 １台
28,000 円 東富水幼稚園
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12 小田原市本町 1-7-49

小田原白梅ライオンズク

ラブ 会長 門松 孝幸

ステアエイド・車椅子 ２セット 1,528,000円 下曽我小学校

13 小田原市南鴨宮 3-6-5

城山ハンドベルクラブ

代表 菊地 みどり

ハンドベル２５音セット １式 100,000 円 城山中学校

14
小田原市小船 708-26

大江 ゆき子
遊戯室後幕 １枚 150,000 円 下中幼稚園

15 小田原市柳新田 129-3

小田原市立報徳幼稚園

保護者と教師の会

会長 深澤 文子

箱積木 １セット 105,000 円 報徳幼稚園

16 小田原市柳新田 129-3

小田原市立報徳幼稚園

平成２０年度修了児

保護者代表 深澤 文子

園名パネル ２枚

３Ｄブロック １セット
53,760 円 報徳幼稚園

17 小田原市柳新田 129-3

小田原市立報徳幼稚園

開園３０周年実行委員

長 深澤 文子

園名パネル １枚 26,000 円 報徳幼稚園

18 小田原市荻窪 300

小田原交通安全協会

会長 青木 正次

キャラクター鉛筆セット １,８００セット 144,000 円
市立小学校新入

学児童

19 ㈱みずほフィナンシャル

グループ

㈱損害保険ジャパン

明治安田生命保険相互

会社

第一生命保険相互会社

黄色いワッペン ２,１２７枚 36,159 円
市立小学校新入

学児童

20

匿名

ワンタッチテント ２セット

製作コーナー棚 １台

会議用机 ２脚

208,200 円 酒匂幼稚園

21 小田原市成田 530-1 小

田原市立豊川小学校

ＰＴＡ会長 大川 晋作

体育用マット ５枚 225,750 円 豊川小学校

22 小田原市国府津 2880

（株）日立グローバルスト

レージテクノロジーズ

スチール机 ２脚

会議テーブル １脚

椅子 ５脚

中古のため

不明

千代中学校

学校教育課



平成２２年(平成２１年度)小田原市成人式の日程について

小田原市及び小田原市教育委員会では、毎年「成人の日」（１月第２月曜日・

祝日）に、新成人を対象として、その将来を祝福し、社会人としての自覚を高

めるために成人式を開催している。

平成２２年（平成２１年度）の成人の日は１月１１日（月）であるが、この

日が恒例行事となっている消防出初式と重なることから、次のとおり、成人式

の日程を変更して実施する。

１．開催日 平成２２年１月１０日（日）

２．場 所 小田原市民会館 大ホール

３．内 容 (1)式典(お祝い・励ましのことば、新成人の抱負)

(2)アトラクション(はたちのパフォーマンスほか)

４．成人該当者 平成元年４月２日から平成２年４月１日生まれの方(学年齢)

対象者数

男 女 合計

22 年成人式 923 人 985 人 1,908 人 H20.9.1 現在

21 年成人式 1,046 人 1,017 人 2,063 人 H21.1.1 現在

５．日程変更に伴う今後の対応予定

①成人式対象者への日程変更の周知を徹底するため、例年、８月に対象者

全員に発送している開催日のお知らせ及び成人式運営委員(新成人)募集

通知について、前倒して４月中に行う。

②成人式開催にあたり、協力を依頼している小田原警察署、青少年関係団

体等への周知についても４月中に行う。

③広報おだわら、小田原ホームページをはじめとし、地元ラジオ・テレビ

タウン紙等により、適時適切な周知を図っていく。
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